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平
成
27
年
度
決
算
の
概
要

一
般
会
計
決
算
の
審
査
か
ら

問　

決
算
の
特
徴
は
。

答　

歳
入
は
２
５
１
億
４
３

０
０
万
円
で
前
年
度
比
６
・

８
％
増
、
歳
出
は
２
３
５
億

７
９
０
０
万
円
で
５
・
１
％

増
。
予
算
額
に
対
し
歳
入
は

７
億
５
３
０
０
万
円
増
、
歳

出
の
不
用
額
は
８
億
１
１
０

０
万
円
。
こ
れ
を
合
わ
せ
、

翌
年
度
に
繰
り
越
す
べ
き
財

源
を
差
し
引
い
た
も
の
が
実

質
収
支
額
で
15
億
３
６
０
０

万
円
と
な
っ
た
。
実
質
収
支

比
率
は
13
・
３
％
で
26
市
中

１
番
目
と
な
っ
た
。
実
質
収

支
額
増
の
要
因
は
、
地
方
消

費
税
交
付
金
の
大
幅
な
増
、

全
庁
的
な
財
源
確
保
の
取
り

組
み
や
特
定
財
源
の
有
効
活

用
、
効
率
的
な
事
業
執
行
な

ど
に
よ
る
も
の
。

問　

未
収
入
額
、
滞
納
分
の

現
況
と
対
策
を
伺
う
。

答　

26
年
度
決
算
で
は
、
収

納
率
は
現
年
度
課
税
分
で

　

今
回
の
定
例
会
に
、
平
成
27
年
度
一
般
会
計
決
算
及
び
４
つ

の
特
別
会
計
決
算
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
決
算
に
つ
い
て
は
、
本
会
議
に
お
い
て
17
名
で
構

成
す
る
決
算
審
査
特
別
委
員
会
を
設
置
し
、
付
託
・
審
査
さ
れ

ま
し
た
。

　

ま
た
、
特
別
会
計
決
算
に
つ
い
て
は
、
建
設
環
境
委
員
会
、

市
民
厚
生
委
員
会
に
付
託
・
審
査
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
原
案
の
と

お
り
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

98
・
８
％
、
滞
納
繰
越
分
は

45
・
７
％
、
現
年
滞
納
繰
越

分
合
計
で
97
・
５
％
。
収
納

課
で
は
、
23
年
度
か
ら
体
制

や
取
り
組
み
方
針
を
大
き
く

変
更
。
24
年
度
か
ら
都
主
税

局
徴
収
部
と
の
連
携
を
強
化

し
、
26
年
度
か
ら
西
多
摩
地

区
３
市
１
町
捜
索
相
互
サ

ポ
ー
ト
事
業
の
推
進
等
に
努

め
、
27
年
度
は
、
外
国
人
に

６
か
国
語
の
文
書
で
納
付
を

案
内
。
適
正
に
滞
納
処
分
の

執
行
停
止
も
行
っ
た
結
果
、

収
納
率
が
向
上
し
、
滞
納
繰

越
額
が
圧
縮
さ
れ
、
滞
納
繰

越
分
の
調
定
額
が
減
少
し
た
。

問　

基
金
繰
り
入
れ
の
流
れ

と
、
決
定
根
拠
を
伺
う
。

答　

寄
附
金
は
、
ま
ち
づ
く

り
寄
附
金
と
し
て
一
般
会
計

に
歳
入
さ
れ
、
年
３
回
ほ
ど

ま
と
め
て
基
金
に
繰
り
出
す

形
で
積
み
立
て
た
後
、
寄
附

の
時
期
に
よ
り
翌
年
度
ま
た

は
翌
々
年
度
に
寄
附
の
目
的

別
に
基
金
の
取
り
崩
し
が
行

わ
れ
、
一
般
会
計
に
繰
り
入

れ
て
目
的
別
に
充
当
さ
れ
る
。

　

決
算
額
１
２
８
９
万
５
８

３
円
の
内
訳
は
、
１
千
万
円

が
旧
ヤ
マ
ジ
ュ
ウ
田
村
家
住

宅
改
修
費
用
充
当
の
た
め
の

25
年
度
の
寄
附
金
で
、
残
り

の
２
８
９
万
５
８
３
円
は
、

26
年
２
月
か
ら
27
年
１
月
ま

で
の
各
種
寄
附
金
を
合
計
し

た
金
額
で
あ
る
。

問　

委
託
件
数
と
、
契
約
の

選
定
方
法
は
。

答　

全
５
件
で
、
１
件
目
は

福
生
市
立
学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
推
進

計
画
策
定
委
託
、
２
件
目
は

地
域
福
祉
計
画
・
バ
リ
ア
フ

リ
ー
推
進
計
画
改
定
委
託
、

３
件
目
は
市
政
世
論
調
査
業

務
委
託
、
４
件
目
は
人
口
ビ

ジ
ョ
ン
及
び
総
合
戦
略
策
定

支
援
委
託
、
５
件
目
は
耐
震

改
修
促
進
計
画
改
定
委
託
で

あ
る
。
契
約
の
手
段
は
、
１

件
目
か
ら
３
件
目
は
指
名
競

争
入
札
、
４
、
５
件
目
は
プ

ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
で
業
者
を

決
定
し
た
。
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル

方
式
で
は
、
本
市
の
入
札
参

加
資
格
を
得
た
登
録
業
者
か

ら
選
定
す
る
。
資
格
審
査
時

に
納
税
状
況
を
確
認
し
、
未

納
額
が
な
い
こ
と
を
確
認
し

て
い
る
。

問　

調
査
方
法
の
変
更
と
調

査
対
象
の
選
定
方
法
に
つ
い

て
、
外
国
人
も
調
査
対
象
な

の
か
。

答　

27
年
度
調
査
で
は
、
24

年
度
調
査
で
実
施
し
た
調
査

員
に
よ
る
訪
問
回
収
法
か
ら
、

郵
送
に
よ
る
郵
送
回
収
法
に

変
更
し
た
。
調
査
員
が
回
収

し
た
調
査
票
の
紛
失
リ
ス
ク

の
回
避
が
主
な
理
由
。
ま
た
、

近
隣
自
治
体
は
い
ず
れ
も
郵

送
回
収
法
を
採
用
。
訪
問
回

収
法
を
採
用
し
た
場
合
は
請

負
業
者
が
限
ら
れ
、
費
用
対

効
果
の
面
で
も
、
委
託
金
額

も
か
な
り
高
額
に
な
る
。
調

査
対
象
者
２
４
０
０
人
は
、

層
化
二
段
無
作
為
抽
出
法
で

選
定
し
た
。
外
国
人
も
調
査

の
対
象
者
で
あ
る
。

問　

委
託
料
の
金
額
や
支
払

い
方
法
な
ど
を
知
り
た
い
。

答　

委
託
料
の
内
訳
は
、
病

児
保
育
室
あ
ん
ず
に
対
す
る

１
０
６
２
万
７
千
円
、
病
後

児
保
育
の
福
生
保
育
園
に
対

す
る
８
６
４
万
７
５
０
０
円
、

す
み
れ
保
育
園
に
対
す
る
８

８
４
万
２
５
０
０
円
。
委
託

料
は
基
準
額
か
ら
利
用
者
負

担
金
収
入
を
差
し
引
い
た
額
。

病
児
保
育
室
の
基
準
額
は
、

国
が
延
べ
利
用
者
数
等
に
応

じ
て
定
め
た
補
助
基
準
額
で
、

１
１
１
２
万
８
千
円
。
病
後

児
保
育
事
業
の
基
準
額
は
、

市
が
積
算
し
た
運
営
に
最
低

限
必
要
な
看
護
師
、
保
育
士

の
人
件
費
、
事
務
費
相
当
の

計
８
８
７
万
２
５
０
０
円
で

国
が
定
め
る
補
助
基
準
額
よ

り
高
く
し
て
い
る
。

問　

勧
奨
策
や
負
担
額
、
案

内
等
に
つ
い
て
伺
う
。

答　

該
当
年
齢
者
に
勧
奨
通

知
の
は
が
き
を
送
っ
て
い
る
。

負
担
額
は
自
治
体
独
自
で
あ

り
西
多
摩
統
一
と
い
う
こ
と

で
は
な
い
。
本
市
は
、
接
種

費
用
の
概
ね
半
額
と
い
う
こ

と
で
負
担
い
た
だ
い
て
い
る
。

予
診
票
だ
が
、
高
齢
者
肺
炎

球
菌
感
染
症
事
業
は
、
国
の

方
針
と
し
て
、
65
歳
以
上
の

方
が
１
回
接
種
す
る
こ
と
に

な
っ
て
お
り
、
対
象
年
齢
の

方
で
も
既
に
任
意
で
接
種
し

て
い
る
場
合
が
あ
り
、
勧
奨

通
知
と
一
緒
に
予
診
票
を
送

る
と
対
象
外
の
方
に
誤
解
が

生
じ
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
、

医
療
機
関
で
予
診
票
を
書
い

て
も
ら
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

問　

詳
し
い
事
業
の
内
容
は
。

答　

市
内
に
住
宅
を
取
得
し

居
住
す
る
子
育
て
世
帯
に
、

そ
の
住
宅
の
固
定
資
産
税
、

都
市
計
画
税
相
当
額
を
、
１

年
度
10
万
円
を
限
度
に
課
税

初
年
度
か
ら
最
長
５
年
間
助

成
す
る
。
対
象
は
27
年
１
月

２
日
か
ら
30
年
１
月
１
日
ま

で
の
間
に
建
築
さ
れ
た
長
期

優
良
住
宅
。
固
定
資
産
税
等

は
28
年
度
か
ら
課
税
さ
れ
る

た
め
、
27
年
度
中
は
対
象
住

宅
の
所
有
者
等
へ
の
周
知
活

動
が
中
心
で
、
消
耗
品
費
と

通
信
運
搬
費
を
支
出
。
最
初

の
申
請
と
な
る
27
年
１
月
２

日
か
ら
28
年
１
月
１
日
ま
で

の
間
に
取
得
を
し
た
住
宅
の

申
請
期
間
は
、
29
年
３
月
１

日
か
ら
３
月
31
日
と
し
て
い

る
。

問　

事
業
内
容
と
効
果
、
取

り
組
み
を
伺
う
。

答　

東
京
２
０
２
０
大
会
の

経
験
を
通
じ
、
か
け
が
え
の

な
い
レ
ガ
シ
ー
を
子
供
た
ち

の
心
と
体
に
残
す
こ
と
を
目

指
し
た
。
27
年
度
は
、
小
・

中
学
校
７
校
が
障
害
者
ス

ポ
ー
ツ
体
験
や
日
本
の
伝
統

文
化
の
学
習
、
英
語
学
習
、

オ
リ
ン
ピ
ア
ン
・
パ
ラ
リ
ン

ピ
ア
ン
と
の
直
接
交
流
等
を

実
施
し
た
。
多
く
の
児
童
・

生
徒
が
夢
に
向
か
っ
て
努
力

す
る
大
切
さ
に
気
付
き
、
各

推
進
校
は
多
様
な
分
野
で
、

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
学
習
の
開
発
を
行
っ

た
。

▲平成27年度一般会計決算を起立多数で認定

決
算
の
特
徴
点
に
つ
い
て

市
政
世
論
調
査
に
つ
い
て

病
児
・
病
後
児
保
育

　
　

運
営
委
託
に
つ
い
て

市
税
の
収
入
未
済
に
つ
い
て

ふ
る
さ
と
人
づ
く
り
ま
ち
づ
く
り

　
　
　

基
金
繰
入
金
に
つ
い
て

高
齢
者
肺
炎
球
菌

ワ
ク
チ
ン
接
種
に
つ
い
て

優
良
住
宅
取
得

　
　

推
進
事
業
に
つ
い
て

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

　
　
　

教
育
推
進
校
事
業
に
つ
い
て

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
へ
の

　
　

業
務
委
託
に
つ
い
て

平成 27 年度　各会計別決算額

総 合 計

歳入決算額 歳出決算額 残額（翌年度繰越額）
一 般 会 計
会 計 区 分

特
別
会
計

国民健康保険特別会計
介 護 保 険 特 別 会 計
後期高齢者医療特別会計
下 水 道 事 業 会 計

80億 1,790 万 6,877 円
37 億 1,345 万 2,307 円
10 億 5,298 万 1,679 円
16 億 1,599 万 337 円

379 億 7,937 万 1,444 円

235 億 7,904 万 244 円
83 億 1,101 万 3,899 円
38 億 7,437 万 9,464 円
10 億 7,337 万 8,174 円
18 億 4,149 万 2,539 円
402 億 4,329 万 4,264 円

251 億 4,303 万 188 円
2億9,310万7,022円
1億6,092万7,157円
2,039万6,495円

2億2,550万2,202円
22億6,392万2,820円

15億6,398万9,944円

平成 27 年度　一般会計決算の款別内訳 （）内の数字は合計に占める割合

平成 27年度 平成 26年度

市　　　税

国庫支出金

都 支 出 金

地方交付税

基地交付金

地方消費税交付金

繰　越　金

繰　入　金

市　　　債

使用料及び手数料

そ　の　他

民　生　費

教　育　費

総　務　費

衛　生　費

土　木　費

消　防　費

諸 支 出 金

公　債　費

議　会　費

商　工　費

そ　の　他

79億9,319万円（31.8％）

47億1,780万円（18.8％）

34億6,873万円（13.8％）

23億2,140万円（9.2％）

15億9,839万円（6.4％）

5億8,800万円（2.3％）

8億2,139万円（3.3％）

11億2,199万円（4.5％）

3億8,553万円（1.5％）

7億8,562万円（3.1％）

110億2,119万円（46.7％）

26億2,251万円（11.1％）

27億1,143万円（11.5％）

21億3,670万円（9.1％）

13億1,387万円（5.6％）

12億6,731万円（5.4％）

10億7,860万円（4.6％）

3億453万円（1.3％）

8億1,093万円（3.4％）

2億5,687万円（1.1％）

5,510万円（0.2％）

歳　入 歳　出

地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
交通安全対策特別交付金
分担金及び負担金
財産収入
寄附金
諸収入

国有提供施設等
所在市町村
助成交付金等

労働費
農林水産業費

13億4,099万円（5.3％）

歳入合計　251 億 4,303 万円 歳出合計　235 億 7,904 万円


